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研究要旨： 

【背景・目的】ユニバーサル・ヘルス・カバレレッジ（UHC）達成と保健システムの課

題解決に向け、各国では様々なアプローチが展開されている。なかでも官民連携

（Public Private partnership：PPP）は、政府がインフラの不足や老朽化に直面し、

より効率的なサービスを必要とする場合、新たな解決策の創出や資金調達に役立って

いる。一方、新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延により、多くの低中所得国（Low 

and Middle Income Countries: LMICs）の保健セクターにおいて、民間事業者の財政

やサービス提供の危機、それに伴う国家・事業者が遭遇する危機の発生への指摘がな

されている。本研究ではユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成するための

PPP について、その有益性と課題、with コロナ時代に求められる対応ついて分析し、

アジア諸国における今後の有効策を検討することを目的とする。 

【方法】初年度は、保健医療分野における官民連携・PPP について、World Bank（世

界銀行）、WHO、OECD 等の国連機関による公表文書や各国省庁公表文書、関連ジャーナ

ル等の文献による情報収集を行った。また、アジアにおける実態把握のため、フィリ

ピン、モンゴル、ラオスを対象国とし、経済学者、UHC 担当者、世界銀行コンサルタン

トによる協力を得てヒアリングを行った。 

【結果】保健医療分野における最も一般的な PPP は、医療施設の建設または改修、運

営、臨床サービスの提供を含む複合的な医療サービスの提供であるが、近年、プライ

マリヘルスケアレベルでの予防・治療サービスを含めた PPP の報告が増加している。

フィリピンでは施設型 PPP が着実に実施されているものの、保健人材不足や医療サー

ビス分配の公平性について課題がみられた。ラオスでは UHC 達成に向けてプライマリ

ヘルスケアレベルでの取組みに焦点があてられていた。モンゴルでは新型コロナウイ

ルス感染症対策において官民連携体制が機能しており、近年遠隔診療への取組が報告

された。 

【考察・結論】PPP は各国で取組み状況は異なるものの、その適切な運営を確立する

ことにより、保健医療分野においても有効である。新型コロナウイルス感染症蔓延に

よって、公的機関と私的機関の連携は益々重要度を増している。“誰も取り残さない”

ユニバーサルヘルスカバレッジを達成するためには、施設型の医療サービスにおける

PPP のみでなく、地域におけるプライマリヘルスケアレベルにおいても実現する必要

がある。また、アジア諸国が抱える保健課題は感染症のみならず NCD（非感染性疾患）

や高齢化の影響も大きいことから、今後は各国において優先度の高い保健課題を中心

に有効な PPP のあり方を国レベルで検討する必要がある。 
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A． 研究目的 

これまで、ユニバーサル・ヘルス・カ

バレレッジ（UHC）達成と保健システム

の課題解決に向け、各国では様々なアプ

ローチが展開されているが、なかでも官

民連携（Public Private partnership）

は有効とされてきた１）。一般に、PPP

は、インフラサービス（上下水道、交

通、健康、教育など）を提供するため

に、公的セクター（政府など）が、民間

セクター（協同組合、民間企業、慈善団

体、非政府組織（NGO）など）の知識、

経験、財源などの能力を活用する仕組み

である。政府がインフラの老朽化や不足

に直面し、より効率的なサービスを必要

としている場合、民間セクターとのパー

トナーシップは、新たな解決策の育成と

資金調達に役立っている 2)。 

数十年にわたり、政府や開発パートナ

ーは多くの低中所得国（Low and Middle 

Income Countries: LMICs）の保健セク

ターにおいて、各国政府が人々のニーズ

を満たすために必要な保健サービスをカ

バーするために PPP を推進してきた。一

方で、2019 年以降の新型コロナウイルス

感染症(COVID-19)の世界的蔓延により、

これらの国々では、民間事業者の財政・

流動性の危機、サービス提供・価格設定

の危機、それに伴う国家・事業者関係の

危機の発生につながったと指摘されてい

る 3)。 

本研究では、ユニバーサル・ヘルス・

カバレッジ（UHC）を達成するための PPP

について、その有益性と課題、with コロ

ナ時代に求められる対応について分析

し、アジア諸国における今後の有効策を

検討することを目的とする。 

 

B．研究方法 

初年度は、保健医療分野における官民

連携・PPP について、World Bank（世界銀

行）, WHO、OECD 等の国連機関による公表

文書、PubMed、国内省庁（内閣府・経済産

業省等）における関連情報の収集を行っ

た。 

さらに、アジアにおける実状把握のた

め、WHO 西太平洋事務局（WPRO）管内の国

から、UHC サービスカバレッジインデック

スが80未満かつ保健医療インフラが整備

されつつあるフィリピン、モンゴル、ラオ

スを対象とし、経済学者、UHC 担当者、世

界銀行コンサルタントによる協力を得て

ヒアリングを行った。自国における官民

連携の実態と新型コロナウイルス感染症

への対応状況について、数回にわたりオ

ンライン会議を実施し、情報収集を行っ

た。各国の報告は 2 月に研究班主催の国

際共同カンファレンス“The challenges 

for achieving Universal Health 

Coverage under COVID-19 pandemic in 

Asia”において発表された。 

  

ヒアリング協力者： 

Professor. Maria Cristina G Bautista, 

PhD. Economics, Finance and 

Accounting Department. Ateneo 

Graduate School of Business, 

Philippine. 

Dr. Mario C Villaverde. Ministry of 

Health, Philippine. 

Dr.Oyuntsetseg Purev. Ministry of 

Health, Mongolia. 

Ms. Emiko Masaki. Senior Health 

Economist. World Bank. 

 

＜倫理的配慮＞ 

本研究の情報収集では既に公表済みのデ

ータを用いた。なお、海外協力者のヒアリ

ングおよび報告資料の提供については、

個人情報は扱わず公的データのみとし、

本研究趣旨を説明のうえ同意を得た。 
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C．研究結果 

 

１．世界銀行グループによる PPP 支援と

保健医療分野での PPP 類型化 

PPP の定義は World Bank では“Public-

private partnerships (PPPs) are a 

mechanism for government to procure 

and implement public infrastructure 

and/or services using the resources 

and expertise of the private sector. 

Where governments are facing ageing 

or lack of infrastructure and require 

more efficient services, a 

partnership with the private sector 

can help foster new solutions and 

bring finance”（政府が民間のリソース

や専門知識を活用して、公共インフラや

サービスを調達し、実施するための仕組

み。政府がインフラの老朽化や不足に直

面し、より効率的なサービスを必要とし

ている場合、民間セクターとのパートナ

ーシップは、新たな解決策の育成と資金

調達に役立つ）としている 2)。 

世界銀行グループの医療 PPP への関与

に関して、第三者機関 IEG（International 

Evaluation Group)との統合報告書によ

れば、2004 年度から 2015 年度にかけて、

世銀グループは保健関連の PPP 事業を支

援する 78件のプロジェクトを承認し、そ

のうち 53 件は IFC（ International 

Finance Corporation）プロジェクト（う

ち 49 件はアドバイザリープロジェクト、

4件は IFC 投資）、25件は世界銀行融資プ

ロジェクトであった。政策やセクターに

関する助言という川上の課題（42％）より

も、ストラクチャリングやファイナンス

という川下の課題に焦点を当てたプロジ

ェクトが多く（58％）見受けられる。 

 全体として、世銀グループが支援する

保健分野の PPP は、インフラ分野の PPP

と比較して、より短期間の取り決めにな

る傾向があると分析されている。保健医

療PPPは、特に施設の臨床運営において、

かなり複雑なものや、複雑さが少なく、短

期間で狭い範囲の保健サービスでリスク

の低いものもある。 

最も一般的なPPPは、建設または改修、

運営、臨床サービスの提供を含む複合的

な医療サービスの提供である（表１．PPP

の類型化）。このタイプが最も複雑にみえ

るが、このカテゴリーには大きなばらつ

きがあり、プロジェクトによってリスク

のスペクトルが異なっている。例えば、狭

義の医療サービスユニット（例えば、診

断・画像診断ユニット）の建設と提供を行

う 10 年のコンセッションから、幅広い医

療サービス提供を行う病院と診療所の建

設と運営を行う20年のコンセッションま

で、さまざまなものが存在する。しかし、

レビューでは、この後者のタイプは稀で

あるとしている。 

 世銀グループの助言は、特定の国の保

健サービス提供のためのあらゆる選択肢

を提示するという点では、十分に戦略的

とは言えないと報告されており（公共調

達等のオプション提示がなされていない

等）、世銀グループは国際通貨基金（IMF）

と共に PPP 財政リスク評価モデル（PPP 

Fiscal Risk Assessment Model: PFRAM）

を開発した 5)。このツールキットを、クラ

イアント政府の財政スペースに影響を与

える可能性のある PPP に体系的に適用す

ることが不可欠とされている。（表２に世

界における PPP ユニットを示す） 

 

２．日本における PPP/PFI 事業 

日本国内では内閣府民間資金等活用事

業推進室（ PPP/PFI 推進室） Public 

Private Partnership / Private Finance 

Initiative Promotion Office により

PPP/PFI が推進されている。PPP の定義は

「行政と民間が連携して、それぞれお互
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いの強みを生かすことによって、最適な

公共サービスの提供を実現し、地域の価

値や住民満足度の最大化を図るもの」と

されている 6)。PPP は官民連携事業の総称

であり、PFI 以外にも、指定管理者等の制

度の導入、包括的民間委託、民間事業者へ

の公有地の貸し出しなどの手段がある 6)。 

事業数は年々増えており、2019 年度は

818 件（うち「健康と環境」分野（医療施

設、廃棄物処理施設、斎場等）は 123 件、

「生活と福祉」分野（福祉施設等）は 25

件）契約金額 65,539 億円となっている 4)。 

PFI の事業主体は国（各省各庁の長）、

地方公共団体の長（都道府県知事、市町村

長等）、特殊法人等の公共法人である。現

在はサービス購入型、収益型、収益施設併

設型に加え、コンセッション方式（施設の

所有権を移転せず、民間事業者にインフ

ラの事業運営に関する権利を長期間にわ

たって付与する方式。平成 23 年 5月の改

正 PFI 法では「公共施設等運営権」とし

て規定された。民間事業者に公共施設等

運営権（公共が所有する公共施設等の運

営を行い、当該施設の利用料金を自らの

収入として収受する権利：コンセッショ

ンともいう）を認めれば、民間事業者が長

期に安定して公共施設等の運営・維持管

理を行うことが可能となり、より民間の

創意工夫が発揮しやすくなる）が進んで

おり、水道や下水道、空港や道路等での活

用がみられる。フランスや韓国等で多く

導入されている方式である 6)。 

 保健医療分野においては、これまでに

公立病院 PFI が 17 件事業化されている

（2021 年時点）。事業方式は 17 件中 14件

が施設完成後に所有権を公共に移転する 

BTO 方式（Build Transfer Operate）で、

事業期間中に民間事業者が施設を所有す

る BOT 方式（Build Operate Transfer）

は 2 件のみで、既存施設を改修し、維持

管理・運営を行う RO 方式（Rehabilitate 

Operate）や、整備を含まずに維持管理・

運営を行う O方式（Operate）を採用する

事業は 8事業ある 7)。（定義は表２参照）

PFI 成功のためには、事業スキームをうま

く構築し、包括発注、性能発注（発注者は

建物や設備に求める性能（要求水準）を示

し、事業者が施工方法を提案し施工する）、

長期契約という PFI の特徴を活かす必要

がある 7)。 

 

3. 保健医療ジャーナルにおける PPP 関

連文献の動向 

 

保健医療データベース（PubMed）による

PPP に関する文献数は 2000 年以降増加し

ている。 Mesh 検索ワード”Public-

Private Sector Partnerships”は 2012

年をピークに年間 250 件以上の文献報告

がなされているが、近年減少傾向にある。

一方、Mesh 検索で拾えない”Public 

Private Partnership”をキーワードと

した検索ヒット数は2010年以降徐々に増

加し、2021 年には Mesh 検索数を超えてい

る。この中にはコロナ下における多様な

パートナーシップを取り上げたものが含

まれる（図１）。 

これまでの PPP/PFI は病院施設や衛生

施設等のインフラ設備を中心に討議が進

められていたため、必ずしもプライマリ

ヘルスケア（PHC）の枠組みで検討される

機会が少なかったと考えられる。 

PHC における PPP の有用性に関して、

2020 年と 2021 年に 2 つのスコーピング

レビューが報告されている 8,9)。合計 108 

件の論文のレビューでは、多くが低・中所

得国で実施されたものであり、この政策

が PHC 指標の改善に成功することが示

され、アクセスの改善、経済的利益、サー

ビスの質の向上など、多くの利益をもた

らすとした 8)。また 61件の研究に関する

レビューでは、ほとんどの PPP プロジェ
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クトでアクセスが向上し、特定のターゲ

ットグループに対する予防・治療サービ

ス（結核、教育・健康増進、マラリア、

HIV/AIDS サービス）の提供を促進するた

めに実施されていることが明らかになっ

た 9)。ほとんどのプロジェクトが、PPP に

よる PHC 提供の開始段階と実施段階での

課題を報告している。報告された課題と

それを克服するための提言は、教育、管理、

人材、資金、情報、技術システムの側面に

関するものであった。PHC における PPP は、

特に遠隔地における医療サービスへのア

クセスを促進することが可能であり、政

府による長期的な計画と持続可能な政策

が必要であると結論付けている 9)。 

 

4. アジア諸国における UHC と PPP （ヒ

アリング・協力者報告より） 

＊協力者資料は別章に掲載 

 

（１）フィリピン 

UHC 推進の状況 

フィリピンにおける UHC（UNIVERSAL 

HEALTH CARE LAW）は 2019 年 2 月に法制

化され、実施規則・規程が 2019 年 12 月

承認された後、2020 年 1 月 1 日から施行

されている。 

UHCカバー指数(世界銀行：WB)は現在55

であり、58 の実施サイト（全国 81 州と

146 都市のうち）がある。 

 フィリピンでは、より良い患者ケア、健

康状態の改善、コスト削減のため、医療サ

ービスの適用範囲について改善の余地が

ある。特に複数の医療サービスの統合や、

GP から急性期医療へのレファレンス、治

療後に地域社会に戻れる仕組みが必要で

ある。 

必須/包括的ケアパッケージは 2年、医

療技術評価 は 5年、人的資源マスタープ

ラン (経営統合 3 年)が実施されている。

すべての人をカバーするため、特に公的

セクターへの拠出が必要であり、貧困層

やシニア層への補助金が課題である。生

涯組合員は 60 歳前の過去 10 年間拠出し

ている。 

健康増進局は、健康以外の重要な介入

として国民ID制度等を検討する必要があ

る。また、財政的保護として、貧困層や社

会的弱者の保険料は政府が負担（補助金）

することになっている。 

特に、COVID-19 流行に際しては、健康

緊 急 資金 メ カニ ズム  (Bayanihan1-

P387B)が発動し、地方レベルでの再配分

に多少の柔軟性がある。しかし、調達と報

告に改善の余地がある。 

民間セクターは、COVID19 発生の最前線

にいた（最初に影響を受けた人々は民間

施設に行ったため、政府施設は 3 週間後

に組織された）が、規制当局とのパートナ

ーシップに課題が残る。地方自治体の重

要な役割の強化（有権者および全国的に）

とともに、国際的な地域パートナー（アジ

ア開発銀行、日本、等）との協力関係が望

まれる。 

 

Public - Private Partnership 

（詳細は考察にて補足あり） 

Public Private Health 

Infrastructure Projects（保健インフラ

プロジェクト）は現在 6件あり、うち 2件

は承認前である。規模は 6.4-414.92 

million USD であり、最も規模が大きいの

は Philippine General Hospital 

(Diliman)で実施機関はフィリピン大学

である。 

2019 年の病床数は公的機関 55,469 床、

私的機関57,352床でほぼ半数ずつであり、

医師 66,000(MD,2017)も約半数ずつに属

している。看護師は公的機関 39％、私的

機関 61％（2017）に属する。 

 プライマリヘルスケアにおいては、

3,000 の私的薬局（2017）、地方ヘルユニ
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ット 2,593、Barangay ヘルスステーショ

ン 22,612, 助産師 16,948 人が従事する。 

 

財政保護（Financial Protection） 

医療費対 GDP4.7%(2019),5.6%(2020) 

909.5 million(2019), 

1.0trillion(2020)と 10.4%増加している。 

 2020 年に初めて第三者支払いが家計の

医療負担を越えた（45.7%対 44.7%）。自己

負担率は 9.6%である。 

 

今後の開発協力について 

 技術的な開発アプローチ、解決法につ

いて「バイイン（より多く受け入れる）」

のメンタリティの育成（より協調的であ

ること）が必要である。 

医療システムレベルでのローカルな関

与が求められる。自身の強みを評価し、能

力向上と能力強化に取り組むことが重要

である。 

 

COVID-19 による教訓 

信頼感が低下した環境下では、自治体

や民間企業がリードし、市民が関与する

必要がある。プロバイダーの支払いメカ

ニズムの問題が浮き彫りとなった。情報

の追跡、モデル化、システム等の知識をつ

なぐ必要がある（いわゆる、ヘルスノリッ

ジ エコノミーと表現できる）。これは、

金銭やその配分そのものが問題ではない

（吸収力やコンピテンスが必要である） 

 

（２）ラオス 

UHC と財政保護 

ラオス政府は、人口とサービスの適用

範囲を拡大し、財政保護を改善すること

で、2025 年までに UHC を達成することを

約束している。ラオスは保健セクター改

革戦略のフェーズ 3 の実施中であり、サ

ービスの提供と適切な財政的保護を目標

としている。第 9 次保健セクター開発計

画 2021-2025 では、UHC に向けた保健セク

ター改革、特に人材育成、ガバナンスと財

政の改善、包括的な保健情報システムへ

の統合を加速させようとしている。 

 

医療サービスの利用率は、最貧困層に

比べ、富裕層で有意に高い。貧困世帯は病

院で治療を受けることが少なく、高所得

者層は中央・地方病院、民間医療機関、海

外で治療を受ける傾向がある。 

 

保健人材 

有資格の医療従事者の不足は、質の高

いサービス提供のための大きなボトルネ

ックとなっている（人口 1000 人あたり

1.4 人の有資格医療従事者） 

人口1000人あたりの医療従事者密度は

低下傾向にある。有資格者の偏在は、農村

部の脆弱な人々が質の高い保健サービス

にアクセスできない状況を悪化させてい

る。ヘルスセンター（HC）レベルでの職員

のスキルミックスが不適切で、3分の 1の

HC には基本的なプライマリーヘルスケア

サービスを提供する医療スタッフがいな

い。 

 

（＊Public Private Partnership に関す

る情報は考察に補足） 

 

（３）モンゴル 

UHC と法律 

モンゴル国憲法： 

6/健康および医療を保護する権利。無料

医療扶助の手続きと条件は、法律で定め

られている。 

健康法： 

国家は、国民の保健に関する次の政策を

実施する。 

4.1.1. 国民の健康を国家の特別な関心

と庇護の下におくこと。 

4.1.2 差別なく、平等で利用しやすい保
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健医療サービスを国民に提供する。 

4.1.3. 4.1.3. 保健機関は、その所有形

態にかかわらず、平等に扱う。 

4.1.4. モンゴル憲法に基づき、国民に提

供される特定の種類の医療とサービスの

支払いは、国が責任を負うものとする。 

健康保険法 

...モンゴルのすべての国民が法律に従

って保険に加入するための基金を設立し、

被保険者とともに財政リスクを回避する

ための基金を設立し、基金の資金を配分

し使用すること... 

 

COVID-19 への対応（法律・施策） 

社会的経済的疾病であるコロナウイル

ス感染症の予防及び軽減に関する法律に

より、下記を定めている。 

・COVID-19 の流行を防止し、予防するこ

と。 

・公衆衛生を保護し、人権に一定の制限を

加えることを目的とする。 

・関連する決定を行い、経済への悪影響を

最小限に抑え、特別な手続きを通じて政

府による組織的な問題の解決に関連する

関係を規制すること。 

●政府および他組織の施策 

●市民および法人の権利と義務 

●その他；寄付、財産の所有権、違反者の

責任 

 

UHC の実施目標 

2016年から2020年まで、モンゴルのUHC

に向けて、PHC におけるモバイルヘルス技

術の利用拡大を政府が運営し、呼びかけ

た。現在、モンゴル全土の 21 の州で実施

中である。 

 

UHC & COVID-19 

モンゴルは、一般政府支出を引き上げ、

国、地方予算、緊急基金を含む様々な財源

から保健資金を増やす措置をとることで

危機に対応している。 

●入院治療: 症状の重さによって異なる

料金体系が適用される。 

●ファミリーヘルスセンターによる在宅

モニタリングと治療 

●ワクチン接種 

●サーベイランスのための検体採取 

●PCR 検査 

公立病院および私立病院のいずれにお

いてもCOVID-19用の病床が確保されてお

り、都市部では病床の 28.6％、郊外では

37.2%が私立病院における病床である。 

 

現状と課題について 

1. 国レベルでUHCを実施する方法につい

ての知識は、特に政策立案レベルでは一

般的に乏しい。 

2. 公平性はどの政策文書にもあるが、不

公平を減らすための行動（action）はあま

り記述されておらず、ある時はどの行動

も含まれていない。測定・モニタリングが

弱い。 

3. 高レベルのセクター間調整委員会に

おいて適切な選択をするために、法律を

見直す必要がある。 

4. 実施されている様々なプロジェクト

の持続可能性を確保する。 

 

５．UHC サービスカバレッジインデックス

（SCI）との関連 

 SDG3.8.1 で目標とされている UHC-SCI

は4領域（リプロダクティブヘルス関連、

感染症、非感染性疾患、医療アクセス）に

おける 14追跡指標（マラリア関連指標除

く）によって算出される。これら 14 指標

の分布状況をみることにより、各国の改

善点が明確になる。図２に日本、フィリピ

ン、ラオス、モンゴルにおける SCI と追

跡指標値（0-100）参照すると、フィリピ

ンでは保健人材や結核治療、ラオスでは

保健人材や結核治療に加え病院へのアク
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セス、小児肺炎指標が、モンゴルでは結核、

HIV 治療、血圧管理等の指標に改善が期待

されることがわかる（図２）。 

 

D.考察 

1990 年代から 2000 年代にかけて、公共

インフラにおける官民連携の普及は世界

的に進み、特にイギリス、カナダ、オース

トラリアなどでは、各国政府の強い働き

かけもあり、この傾向が顕著とされる。 

 一般に、PPP プロジェクトの成功は、

プロジェクトの質的成果に基づいて評価

され、最も一般的な評価方法はバリュ

ー・フォー・マネー分析である。しか

し、ヘルスケアのような政治的な影響を

受けやすい公共政策の分野における PPP

を測定するためには、定量的・定性的基

準の両方が必要である。ヘルスケアの特

性を考慮して PPP を成功させるために

は、コミュニケーションと広報、設計と

建設後の計画に特別な注意を払わなけれ

ばならないことが指摘されている 10)。 

 

日本の民間企業による保健医療分野の海

外支援 

経済産業省によるアウトバウンド調査

事業）は、相手国の発展に寄与する持続

的な事業展開を通して UHC 促進に寄与す

ることを目的としている 11)。この中で既

にアジアではタイ、インドネシア、フィ

リピン 12)、ベトナム等において保健医療

分野への詳細調査が実施されている。  

また、令和 2 年度 国際ヘルスケア拠

点構築促進事業 医療拠点化促進実証調

査事業では、インドにおける在宅医療事

業普及プロジェクト、タイにおける院

内・市中環境改善事業や介護予防施策実

施拠点構築/ヘルスケアビジネスの展開

事業、中国の健康診断・人間ドック受診

患者への日本人医師による遠隔画像診断

拠点化プロジェクト、バングラデシュに

おける歯科技工普及拠点構築事業、ベト

ナムにおける健診システム有料サービス

化プロジェクト、マレーシアにおけるモ

バイル・クラウドを活用した遠隔脳神経

センター実証調査プロジェクト、ミャン

マーにおける日本式脳血管疾患リハビリ

サービスの拠点化創出プロジェクト、ル

ワンダにおける日本式周産期医療拠点化

及び ICT 遠隔診療に関わる実証調査プロ

ジェクト等、アジア諸国を中心とした多

くの事業が報告されている 13)。 

  

フィリピンにおける PPP 

フィリピンにおける公的医療機関は、

Philippine General Hospital をはじめ

とした 6病院があり、うち 4病院は JICA

からの支援で設立されている。民間医療

機関はメトロ・パシフィック・ホスピタ

ル・ホールディングスをはじめとして、

都市部で規模の大きな病院経営を行って

いる民間業者が複数存在する 12)。 

 フィリピンには約1200の医療機関が存

在し、うち 4 割が公的医療機関、6 割が

民間医療機関となっており、民間医療機

関を利用できるのは人口の 30％程度と推

定される 12)。また、フィリピンでは、中

間所得層（世帯所得 5 000～34 999 US） 

の割合は、 2000 年の 45.4%から、2020 年

に 70.7%にまで上昇した。特に、上位の中

間所得層(10 000～34 999 US)の割合が増

加したことにも留意が必要である 12)。 

PPP 運 営 委 員 会 (PPPGB) は 、 PDMF

（Project Development and Monitoring 

Facility）を含むすべての PPP 関連事項

に関する全体的な政策決定機関である。

PPP プログラムの戦略的方向性を定め、フ

ィリピンにおけるPPPを可能にする政策・

制度環境を構築する責任を負う 14)。 

下記プロジェクトは現在、政府機関

（ICC-閣僚委員会、理事会、各地域の開発

評議会など）による評価を受けていると
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ころである。（undergoing evaluation） 

<UP Philippine General Hospital (UP-

PGH) Diliman Project15)> 

PPP 会社は、施設の運営開始から契約終

了まで、パフォーマンスに応じた稼働率

支払い（Availability Payment ：AP）を

毎月受け取ることになる。この支払いは、

PPP 会社が入札で提案した初年度の AP に

基づく。 

民間セクターのメリットとして、 

・臨床サービスは PPP の範囲から除外さ

れるため、民間セクターが提供するサー

ビスの複雑さが軽減される。 

・民間企業は、入札額に基づいて政府から

AP を受け取るが、民間患者の収入リスク

は政府が保有する。 

・病院施設内で可能な補助的な事業を運

営する柔軟性がある。 

等が挙げられる。 

本報告書の結果部分にも述べられてい

るが、フィリピンにおいては、現時点でプ

ライマリヘルスケアレベルでの PPP は明

確でない。日本国内でも施設運営に関わ

る PPP については、事業に伴う契約から

公的・私的の区別が明確であるが、一般市

民が医療サービスを受ける際に、病院や

診療所が公的機関であるか私的機関であ

るかの区別はほぼみられない。 

むしろ、今回の検討で焦点となったの

は、今般の新型コロナウイルス感染症の

ような政策上の措置が必要な疾病や危機

管理対応時の公的・私的医療機関の組織

化や、保健医療従事者の雇用条件（給与・

勤務体制等）、ひいては保健医療従事者の

育成（教育機関）におけるパートナーシッ

プであった。 

 

ラオスにおける PPP 

 ラオスでは現在もインフラ格差が大き

く、貧困削減と後発開発途上国からの脱

却の大きな障害となっている。政府の財

政スペースが非常に限られているため、

経済的・財政的に実現可能なインフラ整

備に民間セクターから資金を動員するこ

とが切実に求められている。このような

背景から、政府は近年、The Public-

Private Infrastructure Advisory 

Facility （PPIAF：World Bank が運営）

の支援を受けて、運輸部門に PPP のコン

セプトを導入した 15)。 

PPIAF の支援プロジェクトでは、計画投

資省（The Ministry of Planning and 

Investment：MPI）に国家 PPP ロードマッ

プを提供し、ラオスの PPP プログラムを

成功させるために必要な戦略、政策、更な

るアクションを示した。この活動は、MPI

と財務省が、推奨された政策ガイドライ

ンを PPP の事例に適用することにより、

財政負担と偶発債務（FCCL）リスクの監視

と軽減、未募集プロポーザル（USP）の管

理など、PPP に関連するいくつかの重要な

問題に取り組むことを支援した。ラオス

政府は 2022/2023 年に PPP 法を施行する

ことを決定し、PPP 法令と他の既存の法律

（特に投資促進法）との整理を行ってい

る。 

 今回の World Bank 専門家へのヒアリン

グでは、ラオス国内における目下の取り

組みはプライマリヘルスサービスの質の

向上であったが、将来的に本領域での効

果的な PPP が期待される。 

 

モンゴルにおける PPP 

モンゴルでは、2009 年に、民間資金を

活用した Public-Private Partnership

（PPP）スキームによりインフラ整備を推

進する方針が打ち出され、PPP 促進のため

の環境整備が進められた。2010 年に採択

されたコンセッション法は、PPP の実施に

関する全てのプロセスを定義づけている
16)。   

JICA モンゴル PPP 能力強化プロジェク
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トでは、PPP の啓発プログラムの策定や、

官民連携のアプローチとその実践を通じ

たガイドラインの作成などを支援し、同

国における PPP の一層の促進に寄与した

(2014) 17).  

PPIAF では、ウランバートル市の信用力

強化と設備投資計画の改善(2013)、ウラ

ンバートル交通の都市公共交通セクター

における PPP(2015)、ウランバートル市都

市交通サービス提供のための資本投資計

画及び財務評価（2016）への支援を実施し

ている 18)。   

 モンゴルでは2016年からPHCにおける

モバイルヘルス技術の利用拡大を実施し

ている。近年は新型コロナウイルス感染

症対策においても、公立病院・私立病院と

もに対応に協力しており、医療サービス

レベルでの官民連携が機能していること

がうかがわれる。遠隔診療の COVID 対応

など、他国が学ぶべきことも多い。本年度

の情報収集で不十分な点については、引

き続き次年度の収集を検討する。 

 

UHC サービスカバレッジインデックス

（SCI）との関連 

 フィリピンやラオスにおいては、SCI の

追跡指標でも低値となっている保健人材

の課題が、ヒアリングでも確認された。ま

た、プライマリヘルスケアレベルでの医

療の充実については、各国で現状は異な

るものの、共通の課題であった。 

これまでの PPP は病院施設・運営等の

インフラ投資が主流を占めているが、保

健データを参照すると、感染症や NCD（非

感染性疾患）を改善するための方策も同

様に重要であることが明らかである。近

年の文献報告においても、プライマリヘ

ルスケア領域での PPP が有効であるとの

エビデンスが蓄積されつつあることから、

今後はアジア地域における有効な方策を

国レベルで検討する必要がある。 

 

E.結論 

PPP は各国で取組み状況は異なるもの

の、その適切な運営を確立することによ

り、保健医療分野においても有効である。

新型コロナウイルス感染症蔓延によって、

公的機関と私的機関の連携は益々重要度

を増している。“誰も取り残さない”ユニ

バーサルヘルスカバレッジを達成するた

めには、施設型の医療サービスにおける

PPP のみでなく、地域におけるプライマリ

ヘルスケアレベルにおいても実現する必

要がある。また、アジア諸国が抱える保健

課題は感染症のみならず NCD（非感染性疾

患）や高齢化の影響も大きいことから、今

後は各国において優先度の高い保健課題

を中心に有効な PPP のあり方を国レベル

で検討する必要がある。 
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